
- 1 -

答申第 133 号

諮問第 149 号

答  申

第１ 審査会の結論

長崎県知事（以下「実施機関」という。）が、令和７年 10 月 21 日付け７林第

158 号で公文書開示請求者（以下「本件開示請求者」という。）に対して行った公

文書部分開示決定（以下「本件処分」という。）は、結論としては妥当である。

第２ 審査請求に至る経過

１ 開示請求の内容

本件開示請求者は、2025 年（令和７年）９月 27 日付けで、長崎県情報公開条

例（平成 13 年長崎県条例第１号。以下「条例」という。）第６条第１項の規定に

より実施機関に対して、以下の(1)ないし(3)のとおり、開示請求を行った。

(1) 「特定事業に関しての林地開発関係の開示文書(000)27-5 において特定事業

者より提出されている“防災計画の基本方針(共通)の中で、●事業区毎の防災

計画 ●残地森林区域 ○洪水対策(常設) 項番 22-5 で示す調整池設置判定

フローの判定により洪水調整が必要な箇所に常設の防災施設として調整池を設

置する。」とあるが項番 22-5 の記載が含まれる林地開発関連の文書

(2) ●年●月●日提出と思われる特定事業者より提出された林地開発申請書の中

で項番【000】22‐、27‐、30‐【100】22‐、27‐、30‐【300】22‐、27‐、

30‐、に関する文書

（以下、前記(1)及び(2)を総じて「本件請求」という。）

(3) 事業者が●.●.●作成の参考資料としての土地利用計画書（特定施設主要河

川流下能力）の資料は間違っているとの発言（特定課課長）が県議会特定委員

会（●月●日）であり、その時、特定処分、林地開発には県の指導で作成され

た別の資料があると発言されました。その別の資料及び作成された日付

２ 第三者に対する意見書提出の機会の付与等

実施機関は、本件請求に対し、特定事業に関する「許可申請書Ａ～Ｄ工区の項

番 22-5 が含まれる文書」及び「変更許可申請書Ａ～Ｄ工区の項番 22、27、30 に

関する文書」（以下「本件文書」という。）を特定したところ、本件文書には第

三者に関する情報が記録されているとして、令和７年９月 30 日付けで、条例第

15 条第１項に基づき、当該情報に係る第三者（以下「本件第三者」という。）に
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対し、対象文書の名称等を通知して、意見書提出の機会を与えた。

本件第三者は、同年 10 月 10 日付けで、実施機関に対し、本件文書について、

条例第７条第１号、第３号、第４号及び第５号に該当するため、全面不開示とさ

れることが相当であるとして、開示決定等に係る意見書（以下「意見書」という。）

を提出した。

３ 本件処分の内容

実施機関は、本件請求に対して、令和７年 10 月 21 日付けで、条例第７条第１

号及び条例第７条第３号に規定する不開示情報に該当するとして、本件処分を行

い、本件開示請求者に通知した。開示決定に反対する旨の意見書を提出した本件

第三者に対しては、条例第 15 条第３項に基づき、本件文書に記載された内容は条

例第７条第３号、第４号及び第５号に該当しないためとして、開示決定した旨を

通知した。

なお、実施機関は、別途、前記１(3)に係る開示請求に対して、令和７年 10 月

10 日付で公文書部分開示決定を行っている。

４ 本件第三者による審査請求及び執行停止申立て

     本件第三者である審査請求人（以下「審査請求人」という。）は、行政不服審

査法（平成 26 年法律第 68 号）第２条の規定により、本件処分を不服として、実

施機関に対し令和７年 11 月６日付けで審査請求（以下「本件審査請求」という。）

を行うとともに、同日付けで本件処分の執行の停止を申し立てた。

実施機関は、同日付けで、同法第 25 条第２項の規定により、本件処分の執行を

停止することを決定し、審査請求人及び本件開示請求者に通知した。

第３ 審査請求人の主張の要旨

１ 審査請求の趣旨

本件審査請求の趣旨は、本件処分を取り消すとの裁決を求めるというものであ

る。

２ 審査請求の理由

審査請求人が審査請求書及び反論書において主張している審査請求の理由は、

おおむね次のとおりである。

本件処分は、以下の理由から、違法・不当である。

(1) 法人の正当な利益を害するおそれがある情報

条例第７条第３号にて、法人に関する情報であって、公にすることにより、
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当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するお

それがある情報は、不開示事由となっている。

① 事業者の競争上の地位

本件文書は、防災施設や排水施設の計画においては、地形条件、流域特性、

降雨強度等を踏まえた詳細な技術検討・設計計算が行われており、当社及び

委託業者の専門的知見や独自ノウハウが反映されている。そのため、これら

を開示することにより、同業他社等による模倣や流用が容易となり、事業者

の競争上の地位が損なわれるおそれがある。

② 事業者の施設及び施設周辺で工事等をする事業者関連者の安全への危険

本件文書には、排水施設や雨水集排水施設の詳細情報が記載されており、

これらを開示することで、施設や工事現場の安全が脅かされるおそれがあ

る。特に、特定地域の現場周辺では建設工事に対する特定行為や不法行為等

の特定事項が確認されており、排水施設の計画等が明らかになることで、施

設の脆弱箇所、放流経路等が明らかになり、そこを狙った特定行為が行われ

ることが想定されるため、これらの情報開示は、事業者の施設の損壊などを

されるリスクがあり、また、当該施設周辺で工事等をする事業者関連者の安

全に支障を及ぼすおそれがある。そのため、本件文書を公開されることで、

事業者の財産の侵害がされ、また、事業者及び事業者の事業に従事する者の

安全を脅かすおそれがあり、法人の正当な利益を侵害し得るものである。

この点、本件処分は、「長崎県情報公開条例の解釈及び運用基準（以下「解

釈運用基準」という。）において、条例第７条第３号に該当するものであっ

ても人の生命、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると

認められる情報は、開示するもの」とするが(本件処分にかかる通知書の別

紙 No.21、24、27、28 の「不開示情報とならない理由」等参照)、本件文書

が、「人の生命、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要である

と認められる情報」という情報になぜ該当するかについて一切説明がなく、

本件文書が「人の生命、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要

であると認められる情報」に該当しているかは明らかでない。なお、事業者

において解釈運用基準について保有していないため、解釈運用基準に基づ

く主張をするのであれば、それらについて、開示されたい。

(2) 公共の安全・秩序に支障を及ぼすおそれがある情報

条例第７条第４号にて、公にすることにより、公共の安全と秩序の維持に支

障を及ぼすおそれがある情報は、不開示事由となっている。

前記(1)の②のとおり、本件文書には、排水施設や雨水集排水施設の詳細情

報が記載されており、これらを開示することで、施設や工事現場の安全が脅か

されるおそれがある。特に、特定地域の現場周辺では建設工事に対する特定行
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為や不法行為等の特定事項が確認されており、排水施設の計画等が明らかに

なることで、施設の脆弱箇所、放流経路等が明らかになり、そこを狙った特定

行為が行われることが想定されるため、これらの情報開示は公共の安全や秩

序の維持に支障を及ぼすおそれがある。

この点、本件処分は、解釈運用基準において、条例同号に規定する「不開示

情報の例示」として「現に捜査中の事件に関する情報や公共の安全と秩序を侵

害する行為を行うおそれがある団体等に対する情報収集活動に関する情報、

犯罪の予防、鎮圧に関する手法、技術、体制、方針等に関する情報などが具体

的に明示」されており、「そうすると、本件文書はこれらの警察活動に係る情

報とはいえず、条例第７条第４号に当たらない」旨主張するが、「例示」であ

る以上、同号の対象となる情報が「警察活動に係る情報」に限定されると解す

るのは妥当でなく、あくまで同号の文言に照らし「公共の安全・秩序に支障を

及ぼすおそれ」があるか否かを判断する必要がある。なお、事業者において解

釈運用基準について保有していないため、解釈運用基準に基づく主張をする

のであれば、それらについて、開示されたい。

(3) 審議・検討に関する情報

条例第７条第５号にて、地方公共団体の内部又は相互間における審議、検討

又は協議に係る情報のうち、公にすることにより、率直な意見の交換若しくは

意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれなどがある情報は、不開示事由

となっている。

林地開発許可申請については、現在も関係機関との協議が進行中であり、確

定していない部分を含んでいる。そして、本件文書は、林地開発許可を行うか

否かの判断にあたって、関係機関における審議、検討又は協議に関する情報又

は密接に関連する情報であり、同申請における書類は、県の審議・検討に関す

る情報として取り扱うべきである。この点、本件処分は、解釈運用基準におい

て、条例同号に規定する「不開示情報の例示」として「県の機関等の内部又は

相互間における審議、検討又は協議に関する情報などが具体的に明示」されて

おり、「そうすると、本件文書はこれらの機関の情報とはいえず、条例第７条

第５号に当たらない」旨主張するが、「例示」である以上、例として「具体的

に明示」されているものに該当しないからといって直ちに同号に当たらないと

の結論にはならず、あくまで同号の趣旨に照らし実質的に判断する必要がある。

そして、上記のとおり、林地開発許可にかかる協議が進行中で、林地開発許可

を行うか否かの判断がまだなされていない以上、県の(林地開発許可の判断とい

う)「内部又は相互間における審議、検討又は協議に関する情報」に該当するこ

とは明らかである。なお、事業者において解釈運用基準について保有していな

いため、解釈運用基準に基づく主張をするのであれば、それらについて、開示
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されたい。

また弁明書においては、本件文書が添付資料となっている森林法に基づく

林地開発許可申請は、森林法及び技術基準等により中立に審査されることか

ら、本件文書を開示しても意思決定の中立性が不当に損なわれることはない

と主張する。しかし、森林法に基づく林地開発許可申請に対する許可処分の可

否について、森林法及び技術基準等により中立に審査するのは当然であって、

それを理由に条例第７条第５号に該当しないということにはならない。現に、

特定地域の現場周辺では建設工事に対する特定行為や不法行為等の特定事項

が確認されており、そのような特定の者が、本件文書を得て、林地開発許可を

●●●●●●干渉してくる可能性は十分あり得る。そして、条例第７条第５号

もそのような「おそれ」がある場合に非開示情報に該当するとしており、条例

第７条第４号と異なり、「相当の理由がある情報」としていないことからも、

処分庁において第４号よりも広範な裁量は認められず、特定地域の現場周辺

では建設工事に対する特定行為や不法行為等の特定事項があるとの事実関係

を踏まえると「おそれ」があると認められる。

したがって、弁明書における処分庁の条例第７条第５号に該当しないとの

主張は失当である。

第４ 実施機関の主張の要旨

実施機関の主張は、弁明書及び口頭説明によれば、おおむね次のとおりである。

１ 原処分を適正とした理由

実施機関は、以下の４点について、不開示事由に当たらないと判断した。

ただし、本件文書の一部が条例第７条第１号(個人情報)及び第３号(事業情報)

に該当すると判断する箇所「氏名・設計者に関する情報」「図面上の土地地番」

「印影及び事業情報」が存在したため、令和７年 10 月 21 日付け、７林第 158 号

で本件処分を行った。

(1) 解釈運用基準において、人の生命、生活又は財産を保護するため、公にする

ことが必要であると認められる情報は、開示するものと規定している。

(2) 本件文書は、当該地が地目(流出係数)毎にどれだけ面積があるかなどを記載

したもので、事業者の保有するノウハウには当たらない。

また、林地開発行為の許可基準及び関係する技術基準に基づいて誰が計算し

ても、同様の結果になるものと思われる。

したがって、公にすることにより、権利、競争上の地位その他正当な利益を

害するおそれがないと判断するため、条例第７条第３号に当たらない。

(3) 解釈運用基準において、条例第７条第４号に規定する不開示情報の例示とし
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て、現に捜査中の事件に関する情報や公共の安全と秩序を侵害する行為を行う

おそれがある団体等に対する情報収集活動に関する情報、犯罪の予防、鎮圧に

関する手法、技術、体制、方針等に関する情報などが具体的に明示されている。

そうすると、本件文書は、これら警察活動に係る情報とは言えず、同号には当

たらない。

(4) 解釈運用基準において、条例第７条第５号に規定する不開示情報の例示とし

て、県の機関等の内部又は相互間における審議、検討又は協議に関する情報な

どが具体的に明示されている。

そうすると、本件文書は、これら機関の情報とは言えず、同号には当たらな

い。

２ 審査請求の理由に対する意見

本県の条例の基本的な考え方については、地方自治の本旨にのっとり、公文書

の開示を請求する権利を明らかにするとともに、公文書の開示及び情報提供等の

推進に関し必要な事項を定めることにより、県の諸活動を説明する県の責務が全

うされるようにし、県政に対する理解と信頼を深め、もって県民参加による公正

で開かれた県政を一層推進することを目的として制定されたものであり、公文書

の開示請求にあっては、不開示情報に該当するもの以外は開示することが原則で

ある。

また、公文書の開示を受けたものが、当該公文書に係る情報を濫用して、第三

者の権利利益を侵害したり、又は第三者の事業活動、社会活動を妨害したりする

ことのないように、そのものに対し、当該情報をこの条例の目的に即して、適正

に使用しなければならない義務を課している。

本件文書においては、条例の規定等を確認したうえで一部が条例第７条第１号

(個人情報)及び第３号(事業情報)に該当するが以下の理由に部分開示したことは

妥当である。

また、解釈運用基準の開示を求められた場合は、条例に基づいて、手続きを行

っている。

(1) 刑法犯罪や民法の不法行為を犯す目的での開示請求であることが明らかでな

い。

森林法における林地開発許可申請書に要する添付資料である。

したがって、公文書と特定し開示する判断は、妥当である。

(2) 条例第７条第３号関連

本件文書は、当該地が地目(流出係数)毎にどれだけ面積があるかなどを記載

したもので、事業者の保有するノウハウには当たらない。

また、林地開発行為の許可基準及び関係する技術基準に基づいて誰が計算し
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ても、同様の結果になるものと思われる。

したがって、公にすることにより、権利、競争上の地位その他正当な利益を

害するおそれがないと判断したのは、妥当である。

(3) 条例第７条第４号関連

公共の安全と秩序の維持とは、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持及び

刑の執行に代表される刑事法の執行を中心としたものを意味している。

したがって、本件文書を警察活動に係る情報とは言えず、条例第７条第４号

に当たらないと判断したのは、妥当である。

(4) 条例第７条第５号関連

特定施設の設置に関するものは、地域住民や利害関係者などに周知・説明が

なされた上で申請されたものである。

また、行政は、本件文書を森林法及び技術基準等により、中立に審査して林

地開発の許可処分をしているため、開示しても意思決定の中立性が不当に損な

われることはおよそ想定できないものであるし、公表により県民の間に不当に

混乱が生じるなどというおそれも想定できない。ましてや、特定の者に不当に

利益又は不利益が生じるおそれが生じることもないので、条例第７条第５号に

該当しないと判断したのは、妥当である。

(5) 条例において、公にすることにより侵害されるおそれがある個人・事業者の

権利利益よりも、人の生命、健康等の保護の必要性が上回るときには、開示し

なければならないとするものである。現実に、人の生命、健康等に被害が発生

している場合に限らず、将来これらが侵害される蓋然性がある場合も含まれる。

したがって、開発行為によって森林の現に有する災害・水害の防止機能が消

失し、災害・水害が発生し人の生命等が侵害されるおそれがないように申請(防

災施設等)された公文書を開示する判断は、妥当である。

３ 結論

上記１、２から、部分開示決定とした本件処分は妥当であると判断する。

第５ 審査会の判断

当審査会は、本件処分について、条例の趣旨に照らし審査した結果、以下のよ

うに判断する。

１ 条例の基本的な考え方について

条例は、地方自治の本旨にのっとり、公文書の開示を請求する権利を明らかに

するとともに、公文書の開示及び情報提供等の推進に関し必要な事項を定めるこ

とにより、県の諸活動を説明する県の責務が全うされるようにし、県政に対する
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理解と信頼を深め、もって県民参加による公正で開かれた県政を一層推進するこ

とを目的として制定されたものであり、公文書の開示請求にあっては、「原則公

開」の理念のもとに、条例の解釈及び運用に当たらなければならない。

２ 条例の規定について

(1) 条例第７条第１号について

本号は、開示請求にかかる公文書に、個人に関する情報（事業を営む個人の

当該事業に関する情報を除く。）であって、特定の個人を識別することができる

もの又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお

個人の権利利益を害するおそれがあるものを不開示とすることを定めている。

ただし、同号ただし書は、

ア 法令等の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定

されている情報

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要で

あると認められる情報

ウ 当該個人が公務員等である場合において、当該情報がその職務の遂行に

係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び当該職務

遂行の内容に係る部分

については、開示するものと規定している。

また、本号の解釈及び運用に当たっては、条例第３条の「個人に関する情報

がみだりに公にされることのないように最大限の配慮をしなければならない。」

とする規定の趣旨を踏まえ、特に慎重に取扱うものとするとされている。

(2) 条例第７条第３号について

本号は、開示請求に係る公文書に、法人その他の団体に関する情報又は事業

を営む個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるものを不開示とする

ことを定めている。

ア 公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位そ

の他正当な利益を害するおそれがあるもの

イ 実施機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供されたもの

であって、法人等又は個人における通例として公にしないこととされてい

るものその他の当該条件を付することが当該情報の性質、当時の状況等に

照らして合理的であると認められるもの

ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必

要であると認められる情報は、上記に掲げるものであっても、開示するものと

規定している。

(3) 条例第７条第４号について
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本号は、公共の安全と秩序の維持の観点から、公にすることにより、犯罪の

予防、捜査等を有効かつ能率的に行うことが困難となるおそれがある情報は、

不開示とすることを定めたものである。

(4) 条例第７条第５号について

本号は、行政の内部における審議等に関する情報の中には、最終的な意思決

定が行われていない検討中の情報が含まれており、開示することにより、県民

に無用の誤解や混乱を与えたり、また審議等における率直な意見交換を阻害す

るなど、公正かつ円滑な意思決定に支障を来す場合があり、これらの情報につ

いては、不開示とすることとしたものである。

３ 本件処分の妥当性について

(1) 本件文書について

本件文書は、森林法（昭和 26 年法律第 249 号）第 10 条の２に基づき、特定

事業の事業者から県へ提出された林地開発許可申請書の一部である「排水施設

計画流量計算書」（以下「本件文書１」という。）、「雨水集排水計画図等（排

水計画）」（以下「本件文書２」という。）及び「流域現況図」（以下「本件

文書３」という。）並びに林地開発変更許可申請書の一部である「排水施設計

画流量計算書」（以下「本件文書４」という。）、「流域図」（以下「本件文

書５」という。）及び「雨水集排水計画図等」（以下「本件文書６」という。）

である。

実施機関によると、森林法第 10 条の２に基づく林地開発許可制度は、森林の

有する公益的機能を阻害しないよう開発行為の適正化を図ることを目的として

おり、許可に当たっては、災害の防止、水害の防止、水の確保、環境の保全の

４つの要件を満たしていることが必要とのことである。そうすると、災害や水

害が発生すると当該森林区域及びその周辺において人の生命、財産等に重大な

被害や影響が及ぶであろうことは容易に推測され、前述の要件を満たしている

ことを審査するために林地開発許可申請書及び林地開発変更許可申請書に添付

された本件文書１ないし６は、当該森林区域周辺に居住する人々の生命、生活

及び財産を保護するための情報であり、公益性の高いものと言える。

また、実施機関によると、前記林地開発許可申請書は、既に県の許可済みで

あるが、前記林地開発変更許可申請書は、当審査会における本件審査請求の審

議時点においても県において審査中とのことであった。

  (2) 本件文書に係る事業について

本件文書は、●●●●規模の特定事業に係るものである。実施機関（関係所

管課）によると、特定要件以上の事業は、環境影響評価法（平成９年法律第 81

号）の●●●●の改正により環境影響評価実施の対象になったとのことであっ



- 10 -

た。さらに、改正前に届出された当該事業は、特定要件以上の事業であるが、

改正に伴う経過措置により環境影響評価実施の対象外となっており、また、長

崎県環境影響評価条例（平成 11 年長崎県条例第 27 号）に基づく環境影響評価

実施の対象にも当たらないとのことであった。環境影響評価とは、大規模な開

発を前にその事業が、自然環境や地域の生活環境に与える影響を事業者自らが

調査、予測、評価し、その結果を公表して住民や行政による環境保全に関わる

意見を踏まえながらよりよい事業を作りあげていく制度であり、当該事業者は、

自主的な環境影響評価を実施し、環境影響調査や有識者のヒアリング、住民説

明会を行っているとのことであった。

(3) 条例第７条第３号該当性について

実施機関によると、本件文書１及び４の記載内容は、計算式を用いた流量計

算書の計算結果等であり、その算定に当たってはインターネット上で公表され

ている「林地開発許可申請の手引き」に従って行われており、誰が計算しても

同様の結果となるものとのことであった。そうすると、当該情報は当該事業者

のノウハウ情報には当たらないとする実施機関の主張は首肯できるものと思料

する。

本件文書３は、インターネット上で公表されている情報とのことであった。

本件文書２、５及び６は、開発行為によって森林の現に有する災害・水害の

防止機能が消失し、災害・水害が発生し人の生命等が侵害されるおそれがない

ように地域住民や利害関係者などに周知説明がなされたうえで実施機関に提出

されたものとのことであり、これらを踏まえ、開示しないことで得られる事業

者の利益と、開示することで得られる公共の利益を比較衡量すると、開示する

ことで得られる公共の利益が上回ると認められるものと思料する。

そうすると、本件文書を開示することによって当該事業者の競争上の地位そ

の他正当な利益を害するおそれがあるとまでは言えないことから、条例第７条

第３号に規定する不開示情報には当たらない。

  (4) 条例第７条第４号該当性について

解釈運用基準において、「公共の安全と秩序の維持」とは、刑事法の執行を

中心としたものを意味するとされており、同条同号に規定する不開示情報の例

示として、現に捜査中の事件に関する情報や公共の安全と秩序を侵害する行為

を行うおそれがある団体等に対する情報収集活動に関する情報、犯罪の予防、

鎮圧に関する手法、技術、体制、方針等に関する情報などが具体的に明示され

ている。

本件文書は、前記(1)記載のとおり、開発行為によって森林の現に有する災害

・水害の防止機能が消失し、災害・水害が発生し人の生命等が侵害されるおそ

れがないように地域住民や利害関係者などに周知説明がなされたうえで実施機
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関に提出されたものとのことであり、そうすると、前述の警察活動に係る情報

とは言えず、条例第７条第４号に規定する不開示情報には当たらない。

(5) 条例第７条第５号該当性について

実施機関によると、林地開発変更許可申請書の添付書類である本件文書４な

いし６については、県における審査の手続きが完了しておらず、今後、当該審

査に係る県からの補正指示によりその内容が修正される可能性もあるとのこと

であった。そうすると、これらの情報は、開示することにより、県民の誤解や

憶測を招き、県民の間に混乱を生じさせるおそれがあることを否定できず、関

係機関における審議、検討中の情報に当たるとする審査請求人の主張のとお

り、条例第７条第５号に規定する不開示情報に該当し得るものと思料する。

しかしながら、前記(1)記載のとおり、本件文書は、人の生命、身体、財産を

保護するための情報と言えるものであり、また、地域住民や利害関係者に対し

て説明が行われているものであることを踏まえ、本件文書４ないし６を開示し

ないことで得られる関係者の利益と、開示することで得られる公共の利益を比

較衡量すると、不当に県民の間に混乱を生じさせるおそれがあるとまでは言え

ず、第７条第５号に規定する不開示情報には当たらない。

４ 審査請求人のその他の主張について

審査請求人は、審査請求書において種々主張するが、いずれも当審査会におけ

る前記判断を左右するものではない。

５ 結論

以上のことから、前記「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。

第６ 付言

実施機関は、本件処分において、氏名等の特定の個人を類推することができる

情報、印影及び事業情報を不開示とする旨、本件開示請求者に対し通知している

が、当審査会で本件文書を見分したところ、印影を不開示とした箇所は見当たら

ず、公文書部分開示決定通知書の記載が誤っていた。この点、本件文書に記載さ

れていない情報を不開示としたところで、実際に開示される公文書に違いはない

ものの、その対応は慎重さに欠け、不適切であると言わざるを得ない。今後の開

示請求への対応について、不開示情報該当性の判断を行った内容に即し、慎重に

開示決定等を行うよう適切に対応することを望む。
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審 査 会 の 審 査 経 過

年 月 日 審    査    経    過

令和７年12月10日 ・実施機関から諮問書を受理

令和８年２月16日 ・審査会（審査）

令和８年３月16日 ・審査会（実施機関聴取及び審査）

令和８年４月24日 ・審査会（審査）

令和８年５月19日 ・答申

答申に関与した長崎県情報公開審査会委員

氏   名 役        職 備   考

佐 藤 烈 長崎新聞社取締役経営企画室長

塩 飽 昂 志 弁護士 会長職務代理者

久 部 香 名 子 司法書士

松 尾 和 子 行政経験者

横 山   均 長崎県立大学地域創造学部長 会長


